立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第3回　立法過程論の基礎（1）

1. 法律の制定過程総説
· 日本国憲法59条1項　「法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、両議院で可決したとき法律となる。」

· 国会へ法律案を提出できるのは、（1）衆議院議員・参議院議員、（2）常任委員会・特別委員会・調査会の委員長、（3）内閣の3つである。（1）及び（2）により提出された法律案を議員提出法律案（衆法または参法）と、（3）によるものを内閣提出法律案（閣法）といい、また、前者を「議員立法」と呼称することがある。
· 近年は、議員提出法律案の提出率（全体に占める）は4割、内閣提出法律案の提出率は6割である。閣法は9割が成立している一方、衆法は3割、参法は1割しか成立していない。全成立法律のうち、議員提出によるものが15％、内閣提出によるものが85％である（いずれも、概数）。
· わが国が政府と議会との関係について議院内閣制を採るので、議員提出法律案ではなく内閣提出法律案が立法の中心となる。議論すべきなのは、それを前提にしたうえで、議員提出法律案をいかに実質化・活性化させるかである。
2. 唯一の立法機関としての国会

· 「国会は、……国の唯一の立法機関である」（日本国憲法41条）というときの唯一の立法機関性とは、国会中心立法の原則と国会単独立法の原則の2つを意味する。

· 国会中心立法の原則に対しては、議院規則、最高裁判所規則、行政機関の制定する命令、地方公共団体の条例・規則などをどのように考えるかについて、議論がある。特に、委任命令と独立命令については、その可否や範囲をめぐり、激しく議論が展開されている。

· 国会単独立法の原則に対しては、内閣の法律案提出権、地方自治特別法制定のための住民投票、内閣総理大臣の連署・主務大臣の署名、天皇の公布などをどのように考えるかについて、議論がある。
3. 内閣提出法律案の作成過程

（1）省庁内における原案の作成

· 原案は、その問題を所管する省庁の担当課が、世論の動向や審議会の答申などを踏まえて、案文を作成し、局議や省議などを経て、成案となる。
· 課における段階では、担当の係長や課長補佐などが中心となり、何度も根回しや協議を行い、草案の書き換えを繰り返しながら、原案ができる。関係団体や与党議員への説明や根回しなども行われる。課内での検討が終わると、局長などの幹部への説明へと進む。
· 法案は、内閣法制局による審査を順調に進めるため、官房の文書主管課での省内審査を受ける。

（2）各省協議（各省折衝）
· 閣議予定日の2週間前までに、各省庁に原案を配布し、担当の係長が中心となって（必要に応じて課長補佐などによる）、質問、再質問、意見、再意見、対面折衝などを通じて、協議する。対立が生じたときには、覚書や条文の修正、閣議予定日の延期などにより、調整を図る。
· 閣議予定日前日の事務次官等会議の前までには、省庁間での調整を終えなければならない。
（3）内閣法制局の審査

· 各省庁で作成された法律案は、憲法適合性、他の法令との整合性、用字・用語等の調整などについて、内閣法制局の審査を受ける。内閣法制局による法律案の審査は、閣議請議の際に行われるのが原則であるが、実際には、それよりも前の段階で予備審査（下審査）が行われている。
· 審査は、内閣法制局参事官（各省庁の上位の課長補佐等からの出向者）と、主務省庁の担当課長補佐との間で、骨子・大綱から構成へ、構成から条文へと段階的に、かつ、条文については逐条的に行われる（読会方式）。参事官による審査が終わると、担当した参事官は部長への説明を行う。
· 予備審査が終了すると、主任の大臣から内閣総理大臣に対して、国会提出について閣議請議の手続を行う。これを受けて、内閣官房から内閣法制局に対して、閣議請議案が送付され、内閣法制局で本審査が行われる。本審査が終わると、必要があれば修正されたうえで、法案が内閣官房に回付される。 

（4）与党審査
· 各省協議・法制局審査を経た法律案は、国会に提出される前に、与党との調整が行われる。自民党単独政権下では、政務調査会の各部会→政調審議会→総務会という過程を経ていたが、連立政権下では、連立各党の各部会→党内の政調調整担当会議（→自民党の場合は総務会）→与党政策責任者会議という過程を経ることになる（必要に応じて、与党政策責任者会議の下に、プロジェクトチームが設置されることがある）。

（5）事務次官等会議
· 事務次官等会議は、内閣官房副長官（事務）、内閣法制局次長、各省庁事務次官などから構成される。毎週、閣議の前日（月曜日と木曜日）の正午に行われる。閣議にかかる案件は、すべて事務次官等会議において全員一致で了承されたものに限られる。
（6）閣議
· 閣議は、内閣総理大臣、国務大臣、内閣官房副長官（政務・事務）、内閣法制局長官が出席する。定例閣議は、毎週2回（火曜日と金曜日）の9時（国会開会中）または10時（閉会中）行われ、そのほかに、臨時閣議や持ち回り閣議がある。
· 席上、内閣法制局長官から法律案の概要の説明が行われ、異議なく閣議決定が行われると、内閣総理大臣からその法律案が国会に提出される。

4. 内閣提出法律案の作成過程に関する諸問題
· そもそも、内閣に、法律案を国会に提出する権限があるか否かについては、議論がある。通説・政府見解は、日本国憲法72条の「議案」には法律案も含まれ、内閣法5条がその趣旨を明らかにしたものであると解するが、国会の復権を図るためにこれを否定する見解もなくはない。しかし、議院内閣制の下で、法律案の提出権を内閣に認めない場合の帰結を考えると、これを否定することは妥当ではないと解する。

· 国会審議が空洞化しているのは与党の事前審査が原因であるとして、事前審査制の撤廃し、国会審議を活性化させることの重要性が強く主張されている。しかし、事前審査制がなぜ行われるようになったのかや、事前審査制を廃止するとだれが困るのかということを考えると、直ちに廃止することは難しいと解する。
表1　過去10年間の法案の提出状況

（中島誠『立法学』（法律文化社、2004年）65頁）
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1. 近年の議員提出法律案を概観したうえで、その特徴について論ぜよ。

（参考URL：衆議院のホームページ「議案」（http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_gian.htm）、参議院のホームページ「議案審議情報」（http://www.sangiin.go.jp/japanese/frame/joho5.htm））
2. 近年の議員提出法律案のうち、成立するものと成立しないものにはどのような違いがあるかについて論ぜよ。
（参考URL：衆議院のホームページ「制定法律」（http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_housei.htm））
1～2を合わせて、A4で、1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間（授業時間終了後ではなく、授業時間開始の冒頭）に提出する。

第6回「わが国の法制度の諸相」について（予告）

第6回（5月15日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、立法の現状と課題を調査し、概括的に説明することを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。
· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。

· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。

· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の指名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。
· 研究内容とグループの構成については（授業時間内での発表を希望する学生は、その旨も）、5月8日提出の第4回の課題に記載されたい。
· 発表するグループの代表者は、5月24日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。

· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。

· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。
· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。

· 第11回にも調査報告・発表を求めるが、その際の課題は、「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」である。ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（また、同様に、最終レポートの内容とも一致させる必要はない）。
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